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『きれいで安心して飲める 

水道水を断水することなく安

定して供給する』 

 

 

 

1 令和 2 年度予算編成の基本方針 

 
 
 

平成30年4月に簡易水道事業を上水道事業に統合し、令和２年10月からの市内全域の水道

料金統一に向けて、平成 30 年 10 月から段階的な料金改定を実施している。 

こうしたなか、令和 2 年度予算編成においては、料金改定による給水収益の増加を見込むが、

給水人口の減少に伴う有収水量の減少を考慮のうえ、継続的な経費節減等の経営合理化に努

める。 

あわせて、老朽化が進む水道施設の計画的な更新を実施し、安全・安心な水道水の安定的供

給に努め、持続可能な水道事業経営を目指す。 
 
 

（令和 2 年度予算編成 基本方針） 
 

 

1）経営健全化の推進と 

経営基盤の強化 
 
 
 

 

2）事務事業の効率化と 

計画的な事業の推進 

 
 
 

3）安全・安心な水道水の 

確保と供給 

 
 
 

 

 

 
 

 

2 令和 2 年度予算の編成概要 

 

令和 2年度予算は、次の点に留意して編成を行った。 
 

１．主な留意項目等   

（1） 給水収益（料金収入）の見込みについて 

平成30年 10月からの水道料金改定の段階的な実施により、給水収益は増収を見込む。人

口減少及び節水に伴う人口１人当たりの使用水量の減少を考慮のうえ、令和元年度給水収益

当初予算額に対し、1.9％の増収を見込んで予算編成を行う。 

4）安定した給水の確保と 

事故・災害対策の強化 

【経営の視点による改革】 

【市民への安全・安心な水道水の提供】 
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（2） 投資事業等の精査と借入れの抑制について 

水道施設・設備の更新事業については、施設の老朽化の進行状況等を踏まえて、将来を見

据えた効率的かつ計画的な更新を実施する。建設改良事業費に充てる企業債の借入につい

ては、借入額を建設改良費の概ね 50％程度に抑制することにより、企業債残高の段階的な削

減に努める。 

 

（3） 管路更新事業について 

配水管の更新については、令和元年度に引き続いて、国の補助事業を活用しながら、重要

給水施設に給水するための配水管や市街地の老朽化した基幹管路を更新し、あわせて耐震管

へと切り替える。 

 

（4） 災害対応及び漏水防止策の実施について 

有収率の向上を図るため、漏水調査業務を継続的に実施することとし、計画的な漏水調査

業務に要する経費を計上する。 

また、冬季の凍結時の漏水防止のため、検針に併せたチラシ配布による注意喚起等、断水

を未然に防ぐために必要な経費を予算計上する。 

 

（5） 遊休資産の売却について 

周布水源地跡地の売却手続きを引き続き行う。 

 

（6） 水道事業審議会の開催について 

令和元年度に附属機関として常設の審議会を設置したところであるが、水道事業に関する情

報の提供に努め、受益者の意見等を積極的に聴取することにより、水道事業の円滑な運営を図

る。 

 

 

２．予算数値の概要   

（1）収益的収支（税込み）について（予算説明資料 P10 参照） 

収益の柱となる給水収益は、料金改定による供給単価の上昇を見込んでいることから、

1,263,500 千円（税込）を計上し、前年度当初予算と比べて、23,000 千円の増収（1.9％

増）を見込む。 

営業外収益も含めた総収益は、2,100,730 千円（税込）で、前年度当初予算額に比べ

て、53,543 千円の減収（2.5％減）を見込む。給水収益以外の主な収益としては、一般

会計からの繰入金（統合前の簡易水道に係る起債の償還利息の 2分の 1相当分、高料金

対策に要する経費相当分、料金改定に当たり激変緩和措置を講じるための減収補てん

分）、非現金収入としての長期前受金戻入（減価償却費に見合う財源の収益化）等があ

る。 
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費用の総額は 2,003,690 千円（税込）で、前年度当初予算と比べ 4,354 千円の増加額

（0.2％増）を計上している。費用の主な増加要因としては、会計年度任用職員制度の

導入に伴う職員人件費の増加等が挙げられる。 

 

（2）資本的収支（税込み）について（予算説明資料 P11 参照） 

資本的収支は、収入総額 1,132,312 千円（税込）となり、前年度当初予算と比べ 212,563

千円の増加（23.1％増）を見込む。これは、国の補助金を活用した配水管更新事業に対

する国庫補助金収入の増加や道路工事に伴う配水管の支障移転に対する移転補償金と

しての工事負担金の増加によるものである。 

支出総額は 1,793,327 千円（税込）で、前年度当初予算と比べ 218,751 千円の増加

(13.9％増)を見込む。これは、国の補助金を活用した配水管の更新及び耐震化に要する

事業費の増加によるものである。 

資本的収支の収支不足額661,015千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補てんする。 

 

（3）財政状態（資産・負債）について（別紙：令和 2年度当初予算書 P11・P12 参照） 

 

【令和 2年度予定貸借対照表残高】 
 

・総 資 産    232 億円      ・負 債 ＋ 資 本  232 億円   

内、固定資産   221 億円         負 債        162 億円   

内、現金預金等    11 億円      内、長期前受金     73 億円 

                       資 本         70 億円  
 

 

① 資産の状況  

令和 2年度末の資産総額は 23,190,396 千円で、前年度当初予算比で 28,095 千円の増

加（0.1％増）となる。令和 2 年度末の現金預金は 835,752 千円で、令和元年度決算見

込額に対して 5,972 千円の減少（0.7％減）となる見込みである。 

 

② 負債及び資本の状況  

負債の部は 16,168,940 千円となり、前年度当初予算比 137,161 千円の減少（0.8％減）

となる。 

このうち、償却資産の取得に伴い交付される自己財源以外の補助金等を繰延収益とし

て計上している長期前受金は 7,322,916 千円を見込んでいる。 

なお、資本の合計は 7,021,456 千円となる。 
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■財政状態（予定貸借対照表） 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年度予定貸借対照表 

【単位：千円】 
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（4）予定損益計算書について（別紙：令和 2年度当初予算書 P13 参照） 

 

【令和 2年度予定損益計算書】（税抜） 
 

・営業収益   １1 億 9,162 万円  
 

・営業損失   △5 億  182 万円  
 

・経常利益    1 億  842 万円  
 

・当年度純利益    １億 669 万円  

 

令和 2 年度予定損益計算書（税抜）において、給水収益は、前年度当初予算に対し、

10,467 千円増加（0.9％増）の 1,148,637 千円を見込んでいる。 

営業費用は 1,693,442 千円で前年度当初予算比 652 千円増（0.1％増）となる。非現

金支出である減価償却費が会計上の営業費用として計上されるため、営業収支は

501,820 千円の赤字を見込んでいる。 

営業外収支は、支払利息、雑支出等の費用を上回る他会計補助金、長期前受金戻入等

の収益によって、610,242 千円のプラスとなるため、経常利益は 108,422 千円を見込む。 

固定資産売却益等の特別利益、過年度損益修正損等の特別損失のほか予備費を計上す

ることにより、令和 2年度の純利益は 106,694 千円を見込んでいる。 

 

■経営成績（予定損益計算書） 
 

 

営業収益の比較 

水道料金の段階的改定により、

料金収入は増収を見込む。 
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経常利益の比較 

営業損益（△損失）の比較 

非現金支出である減価償却費

が会計上の営業費用として計

上されるため、営業損益は大幅

なマイナスを見込む。 

他会計補助金や長期前受金戻

入等の営業外収益の減少によ

り、経常利益は令和元年度当初

予算比で減益を見込む。 
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（5）予定キャッシュ・フロー（資金状況）について（別紙：令和 2年度当初予算書 P15 参照） 
 

令和 2年度のキャッシュ・フローの概要は以下のとおりである。 

 

【令和 2年度予定キャッシュ・フロー計算書】 
 

・業務活動によるCF        5 億 9,551万円  
 

・投資活動によるCF       △2億 6,120万円  
 

・財務活動によるCF      △3億 4,028万円  
 

・資金増加額             △597 万円 
 

・資金期首残高          8 億 4,172 万円 
 

・資金期末残高          8 億 3,575 万円 
 
 

令和 2年度予定キャッシュ・フロー計算書において、業務活動によるキャッシュ・フ

ローは595,507千円の黒字、投資活動によるキャッシュ・フローは261,197千円の赤字、

財務活動によるキャッシュ・フローは 340,282 千円の赤字を見込む。 

その結果、令和 2年度末の資金残高は、令和元年度決算見込額と比べ 5,972 千円減少

し、835,752 千円となる見込みである。 

 

当年度純利益の比較 

当年度純利益は、令和元年度当

初予算比で減益を見込む。 
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令和 2年度予定キャッシュ・フロー計算書 

 

令和2年度の期末資金残高は、 

5,972 千円の減額を見込む。 



  

 

 

令和 2年度も引き続き、「安全で安心な水道水を安定的に供給すること」を基本原則と

し、配水施設整備事業等を実施する。 
 
 

（1） 業務委託（配水施設費） 
 

○ 水道管路更新事業に伴う実施設計業務委託 

   老朽管の更新に合わせ基幹管路等の耐震化を行うため、水道施設更新計画に沿って

実施設計業務を行う。 

 

○ 支障移転に伴う実施設計業務委託 

   国・県・市道改良工事等に伴う支障移転区間について、実施設計を行う。 

 

（2）改良事業（配水施設費） 
 

○ 配水管改良工事 

各地区の老朽管や漏水多発路線の配水管を耐震管により改良する。 

  ・杉戸町地区配水管改良工事、長沢町地区配水管改良工事  他 

 

○ 支障移転関連配水管移設工事 

県道浜田八重可部線改良工事、県道田所国府線改良工事等に伴い、支障となる配水

管を移設する。 
 

(3) 管路更新事業 
 

 〇 重要給水施設配水管耐震事業 

   重要給水施設に給水するための配水管を耐震管に更新する。（黒川町･港町 他） 

 

 〇 水道管路緊急改善事業 

   市街地の老朽化した基幹管路を更新する。更新に合わせ耐震管に更新する。（朝日町･

片庭町 他） 

 

（4）その他の事業 
 

○ 漏水調査業務 

水道水の安定供給を図るため、比較的交通量の多い密集地を中心に漏水調査業務を

行い、有収率の向上に努める。 

 

○ 遊休資産の売却業務 

周布水源地跡地の売却手続きを引き続き進める。 
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3. 主要事業の状況 



【当初予算での比較】

 ■ 水道事業収益（税込み）

目 令和2年度予算 令和元年度予算 増 減 増 減 率

1,308,266 1,307,904 362 0.0%

給水収益 1,263,500 1,240,500 23,000 1.9%

受託工事収益 100 220 △ 120 -54.5%

その他営業収益 44,666 67,184 △ 22,518 -33.5%

790,463 836,368 △ 45,905 -5.5%

受取利息及び配当金 21 301 △ 280 -93.0%

他会計補助金 344,373 383,358 △ 38,985 -10.2%

長期前受金戻入 444,901 451,529 △ 6,628 -1.5%

消費税還付金 3 3 0 0.0%

雑収益 1,165 1,177 △ 12 -1.0%

2,001 10,001 △ 8,000 -80.0%

固定資産売却益 2,000 10,000 △ 8,000 -80.0%

過年度損益修正益 1 1 0 0.0%

2,100,730 2,154,273 △ 53,543 -2.5%

 ■ 水道事業費用（税込み）

経費の詳細 令和2年度予算 令和元年度予算 増 減 増 減 率

1,744,379 1,741,178 3,201 0.2%

人件費 218,152 204,787 13,365 6.5%

給料 84,370 81,694 2,676 3.3%

手当等（賞与引当金繰入を含む） 80,425 76,891 3,534 4.6%

法定福利費 32,914 31,947 967 3.0%

報酬（会計年度任用職員 他） 20,443 14,255 6,188 43.4%

諸経費 578,151 575,538 2,613 0.5%

備消耗品費 7,733 8,441 △ 708 -8.4%

燃料費 2,045 2,085 △ 40 -1.9%

委託料 147,595 141,886 5,709 4.0%

修繕費 202,508 205,223 △ 2,715 -1.3%

動力費 147,178 145,543 1,635 1.1%

薬品費 3,057 3,057 0 0.0%

材料費 4,180 4,180 0 0.0%

その他諸経費 63,855 65,123 △ 1,268 -1.9%

減価償却費 927,816 940,593 △ 12,777 -1.4%

資産減耗費 20,200 20,200 0 0.0%

その他営業費用 60 60 0 0.0%

255,211 254,058 1,153 0.5%

支払利息 142,201 157,048 △ 14,847 -9.5%

雑支出 113,010 97,010 16,000 16.5%

3,000 3,000 0 0.0%

過年度損益修正損等 3,000 3,000 0 0.0%

1,100 1,100 0 0.0%

予備費 1,100 1,100 0 0.0%

2,003,690 1,999,336 4,354 0.2%合　　計

　　　　　　　（単位：千円、％）

項　目

営業費用

営業外費用

特別損失　

予備費

　　　　　　　（単位：千円、％）

項

営業収益

営業外収益

特別利益

合　　計

4．令和元年度予算との比較 
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 ◆収益的収支  ◆資本的収支　
 （事業、施設の管理に関する収支）  （施設の建設・改良などに関する収支）

単位：千円（税込み） 単位：千円（税抜き）

水道料金
1,148,637
(57.89％）

一般管理費・
維持管理費等

745,426
（39.71％）

国庫補助金

建設改良費用
1,018,945
（56.82％）

他会計補助金
321,745
（28.41％）

企業債償還金
774,382
（43.18％）

減価償却費等
948,016
（50.50％）

企業債
434,100

（38.34％）

工事負担金

収支不足
△661,015

その他の収入
835,439
（42.11％）

【収益的収支】
　 収入1,984,076千円、支出1,877,382千円のため、
 当年度純利益は106,694千円となる。

　 その他の支出は、営業外費用の雑支出38,010千円、
 特別損失2,729千円、予備費1,000千円の合計としてい
る。支払利息

142,201
（7.57％） 【資本的収支】

　 収入1,132,312千円、支出1,793,327千円のため、
 661,015千円の収支不足が発生するが、この不足分
 については、減価償却費等の現金支出を伴わない
 費用などの内部留保資金で補てんする。

その他の支出
41,739（2.22％）

純利益
106,694

　※構成比は、四捨五入のため一致しない場合があります。

5. 収支の状況 

支出 1,877,382 

5. 収支の状況 

収入 1,984,076 収入 1,132,312 支出 1,793,327 

固定資産 

売却代金 

118 
(0.01％) 

230,516 
(20.36％) 

145,833 
(12.88％) 
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予算

支払利息
減価償却費等
維持管理費
人件費

その他費用
費用合計

予算

          ※構成比は、四捨五入のため一致しない場合があります。

 

上水道事業職員の推移 (単位：人)

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

年度末
職員数

22 22 22 21 20 19 19 18 17 23 23 23

増減 △ 2 0 0 △ 1 △ 1 △ 1 0 △ 1 △ 1 6 0 0

支払利息

7.85%

減価償却費等

48.06%

維持管理費

28.79%

人件費

10.24%

その他費用

5.06%

6．水道事業費用の構成

7．上水道事業職員数の推移

1,999,336千円
（税込み）

支払利息

7.10%

減価償却費等

47.31%
維持管理費

28.86%

人件費

10.89%

その他費用

5.84%

2,003,690千円
（税込み）

令和2年度の水道事業費用は、前年度当初予算と比べ4,354千円の増加（税込み）を見込んでいる。

構成の内訳としては、人件費の割合は、10.89％で前年度比で0.65ポイント増加する。支払利息の割合は、7.10％

で前年度比で0.75ポイント減少する。

また、減価償却費等の割合は、47.31％で前年度比で0.75ポイント減少し、維持管理費の割合は28.86％で0.07ポ

イント増加する見込みである。

その他費用の割合は、5.84％で前年度比で0.78ポイント増加を見込んでいる。

令和元年度 当初予算 令和2年度 当初予算

平成18年8月に「上水道事業経営改善計画」（平成20年度改正）を策定し、退職者不補充や正規職員の嘱託

職員化及び業務委託や組織の統合等により、職員数を大幅に削減し人件費の抑制を図っている。平成18年度

の31名の職員数は、平成29年度には、17名まで減少しており、約4割（14名）の職員の減少となっている。

平成30年度には、会計統合に伴い簡易水道事業会計支弁職員が加わり23名となり、令和元年度以降も同数

で推移している。
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1．収益的収入　　　　　2,100,730千円 (単位：千円・税込み）

整理
番号

収入項目及び収入概要 収入予定額
(前年度)

1,308,266

1 1,263,500
水道料金収入 (1,240,500)

2 100
受託工事による収入 (220)

3 44,666
給水収益、受託工事収益以外で通常発生する収益
○手数料　 　　○負担金
○加入金　 　　○補償金　他

(67,184）

790,463

4 21
預金利息等 (301)

5 344,373
一般会計補助金
○上水道事業にかかる起債償還利息分　　19,342千円
○簡易水道事業にかかる起債償還利息分　36,728千円
○水道企業職員児童手当分　　　　　　　 2,000千円
○未普及地域設備維持管理費分　　　　　11,500千円
○料金改定激変緩和分　　　　　　　　 107,000千円
○高料金対策に要する経費分　　　　 　167,803千円

(383,358）

6 444,901
減価償却費に見合う財源の収益化額
【財源の内訳】
○国県補助金　　　　147,038千円
○他会計補助金　 　　72,368千円
○工事負担金　　　　 81,805千円
○受贈財産評価額　　 16,200千円
○その他長期前受金　127,490千円

(451,529)

7 3
消費税還付金 (3)

8 1,165
不用品の売却代金
営業外で発生する雑収益
○土地貸付料、コピー代　　　他

(1,177）

2,001

9 2,000
固定資産売却による差益 (10,000)

10 1
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するもの (1)

水道事業収益合計 2,100,730

過年度損益修正益

他会計補助金

長期前受金戻入

消費税及び地方消費税還付金

雑収益

特別利益

固定資産売却益

営業収益

給水収益

受託工事収益

その他営業収益

営業外収益

受取利息及び配当金

8．収支の概要

13



2．収益的支出　　　　　2,003,690千円 (単位：千円・税込み）

整理
番号

事業名及び事業概要
支出予定額
(前年度)

1,744,379

1 208,761
取水、浄水送水施設の維持及び作業に要する費用
○職員給与費　9人（内、会計年度任用職員 7人)
○動力費　　　　　　　　○水質検査委託料
○施設維持修繕費　他

(196,926）

2 382,957
配水施設、量水器の維持及び作業に要する費用
○職員給与費　　7人
○動力費　　　　　　　　○施設維持修繕費
○給水管切替工事費　　　○支障移転工事費　他

(375,415）

3 160
受託工事に要する費用 (160)

4 85,608
検針、料金調定及び集金その他に要する費用
○職員給与費　8人（内、会計年度任用職員 4人)
○金融機関取扱手数料　　○検針業務委託料　他

(89,751）

5 118,817
事業活動の全般に要する費用
○職員給与費　7人（内、会計年度任用職員 1人)
○退職手当組合負担金　　○退職給付費
○業務委託料　他

(118,073)

6 927,816
固定資産の減価償却に要する費用
○上水道事業分　　　475,239千円
○簡易水道事業分　　452,577千円

(940,593)

7 20,200
資産の減耗に要する費用 (20,200)

8 60
その他営業活動に要する費用 (60)

255,211

9 142,201
企業債利息
○上水道事業にかかる起債利息分　　68,580千円
○簡易水道事業にかかる起債利息分　73,621千円

(157,048)

10 38,010
上記以外の営業外費用
控除対象外消費税　他

(35,010)

11 75,000
納付消費税 (62,000)

3,000

12 3,000
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するもの (3,000)

1,100

13 1,100
予備費 (1,100)

水道事業費用合計 2,003,690

予備費

予備費

消費税及び地方消費税

特別損失

過年度損益修正損

減価償却費

資産減耗費

その他営業費用

営業外費用

支払利息及び企業債取扱緒費

雑支出

営業費用

原水及び浄水費

配水及び給水費

受託工事費

業務費

総係費
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3．資本的収入　　　　1,132,312千円 (単位：千円・税込み）

整理
番号

収入項目及び収入概要 収入予定額
(前年度)

145,833

1 145,833
水道施設耐震化事業国庫補助金
○重要給水施設配水管耐震事業分　62,500千円
○水道管路緊急改善事業分　　　　83,333千円

(116,666)

321,745

2 321,745
一般会計補助金
○上水道事業にかかる起債償還分　　 78,612千円
○簡易水道事業にかかる起債償還分　241,133千円
○未普及地域施設更新分　　　　　　　2,000千円

(323,212)

230,516

3 230,516
○配水施設整備工事負担金
○消火栓新設工事負担金

(79,752)

434,100

4 434,100
建設改良事業に充てるための企業債
○重要給水施設配水管耐震事業分　　187,500千円
○水道管路緊急改善事業分　　　　　166,600千円
○配水管等改良事業分　　　　　　　 80,000千円

(400,000)

118

5 118
固定資産売却代金 (119)

資本的収入合計 1,132,312

※資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額661,015千円は、当年度分消費税等資本的収
　支調整額89,361千円、当年度分損益勘定留保資金502,715千円、未処分利益剰余金68,939千
　円で補てんする。

固定資産売却代金

固定資産売却代金

国庫補助金

国庫補助金

企業債

企業債

工事負担金

工事負担金

他会計補助金

他会計補助金

15



4．資本的支出　　　　　1,793,327千円 (単位：千円・税込み）

整理
番号

事業名及び事業概要 支出予定額
(前年度)

1,018,945

1 6,166
資産購入費
○出庫量水器、工具器具及び備品 他

(10,775)

2 27,080
配水施設の改良等に要する費用
○消火栓新設工事費

(8,919)

3 985,699
配水施設の改良等に要する費用
○職員給与費　6人（内、会計年度任用職員 2人）

○管路更新事業
　・重要給水施設配水管耐震事業
　・水道管路緊急改善事業
  ・配水管等改良事業（単独分）
○支障移転工事
　・国関係　　国道関連
　・県関係　　県道関連
　・市関係　　市道、下水道関連

(787,686)

774,382

4 774,382
企業債償還元金
○上水道事業にかかる起債償還元金　　　285,699千円
○簡易水道事業にかかる起債償還元金　　488,683千円

(767,196)

資本的支出合計 1,793,327

　

企業債償還金

建設改良費

資産購入費

改良費

配水施設費

企業債償還金
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